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第4回のご指摘を踏まえ御議論いただきたい事項

① 水素・アンモニア：燃料費の考え方
② 系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて
③ 系統安定化費用：分析手法やEV・DRの記述について
④ 系統安定化費用：蓄電池の扱いについて
⑤ 系統安定化費用：火力停止・再起動費用の扱いについて
⑥ 系統安定化費用：コスト概念の比較について



(参考) 水素・アンモニア：第４回における燃料費の考え方
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⑤系統安定化費用：火力停止・再起動費用の扱いについて

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より



水素・アンモニア：燃料費とCO2対策費の考え方
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【水素・アンモニアモデルプラント燃料費とCO2対策費の考え方（案）】

 第４回ＷＧにおいて、委員から「グレーアンモニアについてCO２対策費費用を計上しないのは、広く
社会的コストを含むという全体整理と整合性がつかないのではないか」という御指摘があった。

 IEAでは、水素・アンモニアについて、燃料費の中で輸送費、CO２対策費など含めた形で検討がな
されている。今回の発電コスト検証WGでは、IEA同様の整理を用い、CO2対策費が含まれているブ
ルーとグリーンの水素・アンモニアのみを燃料費の諸元として利用することにしてはどうか。

ただし、今後発電用として水素・アンモニアが本格的に流通するようになり、詳細なデータが入手可
能になれば、これに基づきCO2対策費を考慮していく必要があることに留意。

 アンモニア価格は、オーストラリア・中東で製造し日本に輸送した価格の平均値を用いる。水素価格
は、アンモニア価格に、さらに水素を取り出す工程分の費用を上乗せした値を用いる。

①水素・アンモニア：燃料費とCO2対策費の考え方



地域による製造コストの差異はあるものの、現時点では、再生可能エネルギー由来の製造に比べ、天
然ガスや石炭を原料とし、開発・製造段階で生じるCO2をCCUS／カーボンリサイクルによって回収
する製造方法の方が、価格競争力が高い。

天然ガス 石炭 天然ガス
＋CCUS

石炭
＋CCUS

天然ガス
＋CCUS

石炭
＋CCUS

再エネ
水電解

バイオマス

金額幅
（製造地に依存）

CCUSコスト

原料コスト

燃料コスト

CO2排出係数

燃料コスト

CO2対策なし 製造時CCUSあり 開発+製造時CCUSあり CO2排出なし

（参考）製造方法別のアンモニアコスト比較

（出典）IEA, The Future of Hydrogen

＜製造方法毎の発電コスト（2018年）＞
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2020年12月21日
基本政策分科会資料から引用

①水素・アンモニア：燃料費とCO2対策費の考え方



 水素・アンモニアは燃焼してもCO₂を排出しないゼロエミッション燃料であり、火力発電への直接利用が可能。
 発電においては大量の水素・アンモニアを調達する必要があり、基本的には資源が豊富な海外において製造し調達
する事が合理的である。

 水素は、現在FCV（燃料電池自動車）や石油精製プロセス等で利用され、今後は2030年の商用化を目指し、
大規模な水素導入を可能とする国際水素サプライチェーン構築に関する技術開発等が行われている。船舶や航空
機も含めた輸送分野、製鉄や化学といった産業分野と並び、発電は有望な利用先の一つ。

 アンモニアは、肥料を中心に原料アンモニア市場が存在しており、供給インフラには既存技術が活用可能。2020年
代後半にも石炭火力発電所での混焼が可能となり、その後の普及、混焼率引き上げ、専焼化等を通じて、更なる
カーボンニュートラルへの貢献が期待される。

（参考）水素及びアンモニア燃料の発電への活用

日本：利用
天然ガス
石油
石炭

再生可能
エネルギー

海上輸送（液体：水素キャリア）

電気・熱による
水素製造

燃料電池自動車

燃料電池

アンモニア

液化水素
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（メチルシクロヘキサン） H2
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石炭火力発電へ
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(液化：常圧－33℃も
しくは8.5気圧(20℃))

(水素輸送重量6%)

資源豊富な海外：製造

微粉炭

燃焼空気
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2020年12月21日
基本政策分科会資料から引用

①水素・アンモニア：燃料費とCO2対策費の考え方
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発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より

(参考)系統安定化費用：第4回会合における試算の考え方

②系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて
③系統安定化費用：分析手法やEV・DRの記述について
④系統安定化費用：蓄電池の扱いについて



系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱い
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【考え方（案）】

 第４回ＷＧにおいて、委員から「今回の分析で太陽光や風力が地域偏在しないという前提を置いて
いることは理解したが、実際には地域偏在している以上、地域偏在を前提とした分析も行うべきでは
ないか」「今回の分析で系統増強費用については含まないという前提を置いていることは理解したが、
マスタープランで具体的に明らかになってくるものは考慮すべきではないか」とのご指摘があった。

 地域偏在については、2015年発電コスト検証WGにおいても「太陽光・風力の導入に地域的な偏在
が起こらない」という説明をしていたが、改めてモデルを精査したところ、「地域偏在が起こらない」前提で
はなく、「地域偏在するが、系統が理想的な形で整備された状態を仮定し、日本全体で需給が
瞬時に調整される」前提となっていた（わかりやすさを優先し、東西の周波数の違いや送電ロスなどは
考慮しない単純化されたモデルとなっている）。つまり、すでに地域偏在は概念上、含まれている。

 マスタープランで検討される具体的な系統増強費用は、モデルが仮定する「理想的な系統状態」に
至るために、どの地域とどの地域を、どういった順番で送電網でつないでいくのが最も経済合理的か
を検討しているものであり、概念的に異なるもの。このため、追加的に計上することはしない。

ただし、系統増強費用については、2015年発電コスト検証WGにおいても「マスタープラン研究会」の
データを元に、仮にある地点とある地点を結んだ場合にいくらかかるのかについて試算を行い「参考値」
の位置づけで報告書に含めていた。これに倣い、今回も一定の情報を参考として示してはどうか。

その際、現在、電力広域的運営推進機関において「マスタープラン」そのものが検討されていること
から、別途試算を行うことはせず、公表される関連資料をそのまま報告書に含めることでどうか。

②系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて
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(参考) 2015年発電検証WGにおける系統増強費用の試算について
②系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より
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(参考) マスタープランの検討状況について
②系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より
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(参考) 工事費の詳細が判明している系統の増強費用について
②系統安定化費用：自然変動再エネ偏在や系統増強費用の扱いについて

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より
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【考え方（案）】

 第４回WGにおいて、委員から「2030年時点では出力抑制の方が蓄電池使用よりも、合理的であり
、蓄電池導入ケースは参考値として示すべき。出力抑制全てを蓄電池で補うという前提は現実的でな
いため、感度分析を示すべきシステムコストの分析手法については国際的な議論が進んでおり、IEAの
『System Integration of Renewables』レポートなども参照しながらより丁寧に記載すべき」「EV
やDRが導入されれば系統安定化費用が低下することにも触れるべき」との御指摘があった。

 ご指摘を踏まえ、報告書作成段階で、IEAや米国EIAの文書等を踏まえ、出典を明らかにした上で、
丁寧に記載をしていく。

なおIEA等の各種文書では、EVやDRは、Demand Side Management（DSM）/Demand
side Integration（DSI）などの概念で、伝統的な火力発電の活用や系統の整備と並んで、電力
システムに柔軟性（Flexibility）を与える複数手段のうち一つとして位置づけられており、導入によ
って電力システム全体への負荷を低下させる旨が記載されている。

系統安定化費用：分析手法やEV・DRの記述について
③系統安定化費用：分析手法やEV・DRの記述について
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系統安定化費用：第4回で紹介したOECDの系統安定化費用の議論
③系統安定化費用：分析手法やEV・DRの記述について

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より



系統安定化費用：蓄電池の扱い等について
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【考え方（案）】

 第４回WGにおいて、委員から「2030年時点では、再エネの余剰発電量を全て蓄電するよりも、出力
抑制した方が経済合理的なケースが多い。蓄電池導入ケースは参考値扱いで示すべき」「出力抑制
分の全てを蓄電池で補うという前提は現実的でない。感度分析のような形で前提を複数置いて幅を
持って示すことを検討するべき」との御指摘があった。

 御指摘の通り、蓄電価格（費用）を売電価格（収入）が一定程度上回らない限り蓄電池の導
入コスト（初期投資）が回収出来ず、蓄電池導入が経済合理性でなくなるケースは起き得る。

ただし、今回のモデルには、需給調整に「価格」の概念が入っていない（「変動再エネが増えた分だ
け石炭、ガス、揚水で調整する」という「量」の概念のみ）。蓄電池導入に伴う各種得失の比較（蓄
電池導入・運用に伴う費用増と、再エネの設備利用率向上や火力炊き減らしに伴う費用減の比較等
）はモデルの制約上、不可能。

今回の分析では、変動再エネが石炭・ガス・揚水で調整可能な量を超えて大量に導入されたケース
を置いた上で、出力抑制分をすべて蓄電池で埋めた場合の費用を「参考値」として示してはどうか。

蓄電池の設置費用は、足下の価格（第４回で提示）と、価格低減を見込んだ2030年の数値
の両方を用いてはどうか。運転費用（燃料費相当）は、主な充電源となる太陽光の発電のコストに
、 蓄電ロス（15％）を見込んだ値を用いてはどうか。

ここで調整力として用いる蓄電池は、既設の流用ではなく新設であると考えられる。このため、「固定
費増分」についても考慮することとしてはどうか（既設での対応が想定される火力・揚水との違い） 。

④系統安定化費用：蓄電池の扱いについて
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発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より

(参考) 系統安定化費用：2015年発電コストＷＧにおける試算結果
④系統安定化費用：蓄電池の扱いについて



系統安定化費用：火力停止・再起動費用の扱いについて
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【考え方（案）】

 第４回WGにおいて、委員から「火力停止・再起動に伴うコストについて、現実には、ガス火力より先に
石炭火力が止まり、かつガス火力も定格運転ではなく全て部分負荷運転というケースが見られる。こ
うしたケースをどう考えるのか」との御指摘があった。

 御指摘の通り、総合的な調整力を考えると、燃料費の高いガス火力から先に止めるよりも、石炭を先
に止めてガスを部分負荷運転した方が経済合理的なケースが起きていると思われる。

ただし、今回のモデルは、需給調整に「価格」の概念が入っておらず、総合的な調整力を考慮して
石炭を先に止めた方が経済合理的になる場合があるといった複雑な考慮をすることが不可能。このた
め、モデルの限界を明記した上で、元案の通り、需給調整に当たっては「ガス」→「石炭」の順で止め
ることを前提にして分析してはどうか。

⑤系統安定化費用：火力停止・再起動費用の扱いについて



(参考) 系統安定化費用：2015年発電コストＷＧにおける試算結果
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④系統安定化費用：蓄電池の扱いについて

発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より
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発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より

(参考) 系統安定化費用：火力停止順序について
⑤系統安定化費用：火力停止・再起動費用の扱いについて
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発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より

(参考) 第4回で紹介したOECDのコスト概念について
⑥系統安定化費用：コスト概念について
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発電コスト検証ワーキンググループ（第４回会合）資料５より

(参考) 第4回で紹介したOECDのコスト概念について
⑥系統安定化費用：コスト概念について



21

⑥系統安定化費用：コスト概念について

系統安定化費用：コスト概念について①
【考え方（案）】

 第４回WGにおいて、委員から「OECDの外部費用の具体的な項目を明記し、今回の発電コスト検
証WGで考慮されている系統安定化費用の項目を比較して示すべきではないか。このことが分析の恣
意性排除・客観性確保の観点から有益ではないか」との御指摘があった。

 御指摘を踏まえ、OECD「The Full Cost of Electricity Provision」の概念整理（レポートの
章立て）を一覧に整理した上で、発電コスト検証WGで含むものについて赤枠で囲った。

ただし、発電コスト検証WGで考慮している政策経費は、OECDの概念整理には含まれていない
（次ページに表現されていない）ことに留意。
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⑥系統安定化費用：コスト概念について

系統安定化費用：コスト概念について②
OECDの概念整理を基に、発電コスト検証WGが含むものを赤枠で囲った。
ただし、発電コスト検証WGで考慮している政策経費はOECDの概念整理には含まれていないことに留意

（３）系統・接続コスト

３．電力システムの外部費用/社会的費用（External / 
Social costs outside the electricity system）

（１）プロファイルコスト

（２）バランシングコスト

（出典）OECD/NEA (2018) 「The Full Cost of Electricity Provision」

１．発電所のコスト
（Plant-level costs）

２．電力システム全体のコスト
（Grid-level System costs)

直接の経済的な影響

（１）環境や健康への影響

間接の経済的な影響

（２）社会的費用/間接の経済的影響

①気候変動

②大気汚染

③事故

④土地・資源の目減り

①エネルギー安全保障
②雇用への影響
③技術革新・成長への
正の波及効果

•再エネ発電量が不確実なため、システム全
体として多くの発電設備容量が必要になる。

•既存の発電設備の利用率が低下する。
•平均的な電力価格は下がるが、価格変動
幅は非常に大きくなる。

•投資の予見可能性が損なわれ、発電設備
投資が進みにくくなる

•長期的にはベースロード電源が減りピーク電
源が増えるため電力価格が高くなる

• 発電種別の主要な事故による
死者数分析 等

• 発電種別のSOx、Nox等による
死者数・健康被害数分析 等

• Social Cost of Carbonや
限界削減費用の紹介 等

• 原子力が最も労働集約的かつ
知識集約的との分析紹介 等

• 資源の目減り状況や土地利用
変化に伴う影響の分析 等

• エネルギー安定供給の定量評
価の紹介 等

• エネ産業が産み出す雇用・所得、
国民・産業界に安価・安定な電
力を提供する価値、エネ技術の
社会全体への波及効果 等
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⑥系統安定化費用：コスト概念について

（参考）発電コスト検証WGで扱う費用の範囲
発電コスト検証ワーキンググループ（第１回会合）資料４より
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